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１ 死亡災害は前年から２人減

２ 「交通事故」及び「墜落・転落」による死亡災害が最も多い

３ ６０代以上の死亡災害が半数以上

令和７年の労働災害による死亡者数は８人と、令和６年から２人減少した。

令和７年の死亡災害８人の事故の型は、「交通事故」が４人、「墜落・転落」が２人及び「激突され」が１人、
「その他」が１人だった。

令和７年の死亡災害の被災者を年齢別に見ると、５0代が３人、６０台以上が5人であった。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による
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４ 従来型の死傷災害件数は増加傾向が続く

５ 第三次産業の死傷災害件数が最も多い

休業４日以上の死傷者数は、第三次産業の占める割合が45.９％と最も高く、次いで製造業（26.４%）、運
輸交通業（９.4%）、建設業（7.2%）の順になっている。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

滋賀県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は、従来型の労働災害に限ると令和6年に比べ38人の増
加となり、平成21年以降最多の人数となった。
業種ごとの内訳では、製造業が406人（前年比-2.9%）、建設業が110人（前年比-14.7%）、運輸交通業

が145人（前年比-8.2%）、第三次産業705人（前年比+11.4%）となっている。
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６ 全産業では転倒による死傷災害が最も多い

令和７年の死傷災害を事故の型別で見ると、全産業では「転倒」災害が最も多く、これ以外では「墜落・
転落」、「動作の反動・無理な動作」、「はさまれ・巻き込まれ」、「激突され」の順となっている。

製造業では、「はさまれ・巻き込まれ」と入れ替わる形で「転倒」災害が最多となった。これ以外では、「動
作の反動・無理な動作」、「墜落・転落」、「切れ・こすれ」の順となっている。

建設業では、「墜落・転落」が最も多く、これ以外では、「転倒」、「動作の反動・無理な動作」、「はさま
れ・巻き込まれ」、「切れ・こすれ」の順となっている。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による
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事故の型別死傷災害発生状況【全産業】
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道路貨物運送業では、「墜落・転落」が最も多く、これ以外では「転倒」、「動作の反動・無理な動作」、
「はさまれ・巻き込まれ」、「交通事故」の順となっている。

小売業では、「転倒」が最も多く、これ以外では「動作の反動・無理な動作」、「交通事故」、「墜落・転
落」、「高温・低温の物との接触」の順となっている。

社会福祉施設では、「転倒」が最も多く、これ以外では「動作の反動・無理な動作」、「激突され」、「墜
落・転落」、「交通事故」の順となっている。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による
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事故の型別死傷災害発生状況【道路貨物運送業】
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事故の型別死傷災害発生状況【小売業】
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事故の型別死傷災害発生状況【社会福祉施設】
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７ 40代以上の死傷者数が約7割を占める

令和7年の全産業の死傷災害を年代別で見ると、年代が高いほど死傷者数が多く、特に40代以上の死傷者
数が70.6％（1,085人）を占めている。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

令和7年の建設業の死傷災害を年代別に見ると、２０代が最も多く26.3％を占め、次いで３０代と５０代が
それぞれ20.0％を占めている。
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年代別死傷災害発生状況【全産業】
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令和7年の製造業の死傷災害を年代別で見ると、年代が高いほど死傷者数が多くなる傾向にあり、特に40
代以上の死傷者数が67.0％（272人）を占めている。
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年代別死傷災害発生状況【製造業】

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

417人

402人

412人

406人

418人
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年代別死傷災害発生状況【建設業】

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

118人

129人

110人

122人

167人
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令和7年の道路貨物運送業の死傷災害を年代別で見ると、年代が高いほど死傷者数が多くなる傾向にあり、
特に40代以上の死傷者数が81.9％（104人）を占めている。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

令和7年の社会福祉施設の死傷災害を年代別に見ると、年代が高いほど死傷者数が多く、特に40代以上の死
傷者数が77.4％（96人）を占めている。
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年代別死傷災害発生状況【道路貨物運送業】

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

133人

139人

144人

146人

127人

令和7年の小売業の死傷災害を年代別で見ると、年代が高いほど死傷者数が多くなる傾向にあり、特に40
代以上の死傷者数が71.7％（129人）を占めている。
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年代別死傷災害発生状況【小売業】

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

145人

211人

131人

180人

149人
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年代別死傷災害発生状況【社会福祉施設】

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

131人

139人

124人

128人

120人
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※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

8 高年齢労働者を中心に転倒災害が増加

転倒災害の全災害に占める割合は高止まりしており、令和６年に減少したものの令和７年は前年比２９人
（７.５％）の増加に転じた。令和７年の転倒災害は、全災害の２７.２％を占めた。

令和７年の年代別の死傷災害は、年代が上がるほど転倒災害件数及び全死傷者数に占める割合が高くなる
傾向にあり、60代以上では47.0％を占めた。

令和７年の全災害に占める性別の割合を見ると、男性は30代がピークで年齢が高くなるほど減少する傾向
にあり、女性は30代が最も少なく年齢が高くなるほど災害の割合が増加する傾向にある。
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９ 外国人労働者の労働災害が増加

外国人労働者による労働災害は増加傾向にあり、令和７年の国籍別内訳は多い順で、ブラジル（３７人）、ベ
トナム（２３人）、インドネシア（１３人）、ペルー（９人）、フィリピン（８人）、中国（香港等を含む）
（６人）の順となっている。

0 20 40 60 80 100 120 140

令和7年

令和6年

令和5年

令和4年

令和3年

37

（29.8％）

41

（33.6％）

31

（36.9％）

34

（34.7％）

31

（50.8％）

23

（18.5％）

26

（21.3％）

6

（7.1％）

16

（16.3％）

11

（18.1％）

13

（10.5％）

11

（9.0％）

5

（6.0％）

5

（5.1％）

9

（7.3％）

10

（8.2％）

6

（7.1％）

11

（11.2％）

6

（9.8％）

8

（6.5％）

8

（6.6％）

9

（10.7％）

7

（7.2％）

3

（4.9％）

6

（4.8％）

3

（2.5％）

7

（8.4％）

8

（8.2％）

6

（9.8％）

28

（22.6％）

23

（18.8％）

20

（23.8％）

17

（17.3％）

4

（6.6％）

年別外国籍別死傷災害発生状況

ブラジル ベトナム インドネシア ペルー フィリピン 中国（香港等を含む） その他

98人

84人

122人

124人

61人

外国人労働者による労働災害は増加傾向にある。全災害に占める割合は、令和７年は建設業が16.1％、畜産
業16.9％を占め、年々増加する傾向にある一方、製造業の占める割合は年々減少しており、令和7年は52.4％
となった。

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

※「労働者死傷病報告」による

61人

98人

84人

122人

124人

外国人労働者による事故の型別の労働災害は、「はさまれ・巻き込まれ」が減少した。また、「墜落・転落」
が増加する傾向にある。
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事故の型別外国籍死傷災害発生状況

墜落・転落 はさまれ・巻き込まれ 動作の反動・無理な動作 転倒 激突され 切れ・こすれ その他
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に
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）
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※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
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ル
ス
感
染
症
関
係
の

死
傷
者
数
を
含
め
て
い
ま
す
。


